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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 11,123,929 12,332,594

売上原価 8,720,102 9,878,458

売上総利益 2,403,826 2,454,136

販売費及び一般管理費   

給料手当及び賞与 967,551 1,128,118

賞与引当金繰入額 99,016 96,540

退職給付費用 48,515 73,743

旅費交通費及び通信費 192,225 193,467

賃借料 205,609 226,562

減価償却費 39,951 33,690

のれん償却額 50,129 70,192

その他 1,314,193 897,599

販売費及び一般管理費合計 2,917,193 2,719,916

営業損失（△） △513,366 △265,779

営業外収益   

受取利息及び配当金 58,715 58,796

負ののれん償却額 4,412 4,412

その他 25,898 22,190

営業外収益合計 89,026 85,400

営業外費用   

支払利息 52,779 67,250

社債利息 25,805 7,299

社債発行費償却 1,409 3,142

為替差損 151,870 49,957

持分法による投資損失 511,046 212,465

貸倒引当金繰入額 7,398 8,986

その他 15,036 4,650

営業外費用合計 765,344 353,752

経常損失（△） △1,189,685 △534,132

特別利益   

投資有価証券売却益 9 338,430

訴訟損失引当金戻入額 2,500 －

特別利益合計 2,509 338,430

特別損失   

減損損失 ※２  90,971 －

固定資産除売却損 3,268 －

投資有価証券評価損 － 292,062

関係会社株式評価損 2,792 －

その他 － 6,651

特別損失合計 97,031 298,714

税金等調整前四半期純損失（△） △1,284,208 △494,415

法人税、住民税及び事業税 26,678 223,983

法人税等調整額 318,648 306,942

法人税等合計 345,326 530,926

少数株主利益 159,100 52,465

四半期純損失（△） △1,788,635 △1,077,807

─ 16 ─



















(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日) 

  

 
技術サービス 
事業（千円）

不動産事業
（千円）

その他事業
（千円）

計（千円）
消去又は 

全社（千円）
連結（千円）

売   上   高    

(1)外部顧客に対する 
   売上高 

6,539,941 4,575,581 8,405 11,123,929 ─ 11,123,929

(2)セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

─ 258,344 646 258,990 △ 258,990 ─

計 6,539,941 4,833,925 9,052 11,382,919 △ 258,990 11,123,929

営業利益又は 
営業損失（△） 

△ 879,802 362,898 3,537 △ 513,366 ─ △ 513,366

     

      当社の事業区分は、事業目的に応じて技術サービス事業と不動産事業及びその他事業にセグメンテーショ
ンしております。 

  (注）１  事業区分の方法

       ２  各事業の主な内容

      （1）技術サービス事業   …   空間情報サービス、調査、建設コンサルタントなど 

      （2）不動産事業   …   不動産開発・賃貸・仲介、戸建住宅分譲など

      （3）その他事業   …   保険代理店業務など

３  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３（１）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号  平成19年12月27日）及び「工事契

約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号  平成19年12月27日）を適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益又は営業損失は、技術サービス事業の営業損失が226,858千

円減少し、不動産事業の営業利益が311,107千円増加しております。なお、その他事業に与える影響はありま

せん。 

４  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３（２）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会  会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用しております。この結果、当第３四半期連結累計期間の営業費用は、技術サービス事業が13,855千円減少

し、営業損失が同額減少しております。なお、不動産事業及びその他事業に与える影響はありません。 

５  当第３四半期連結累計期間において、株式取得により㈱ＫＨＣ及び同社子会社が連結子会社になったことに

伴い、不動産事業における資産の金額が16,209,495千円増加しております。 

     

当第３四半期連結会計期間（自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日） 

 

 
技術サービス 
事業（千円）

不動産事業
（千円）

その他事業
（千円）

計（千円）
消去又は 

全社（千円）
連結（千円）

売   上   高    

(1)外部顧客に対する 
   売上高

7,764,147 4,559,355 9,091 12,332,594 ─ 12,332,594

(2)セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

150 224,245 16,315 240,710 △ 240,710 ─

計 7,764,297 4,783,601 25,407 12,573,305 △ 240,710 12,332,594

営業利益又は 
営業損失（△）

△ 616,640 334,302 16,558 △ 265,779 ─ △ 265,779

     

      当社の事業区分は、事業目的に応じて技術サービス事業と不動産事業及びその他事業にセグメンテーショ
ンしております。 

  (注）１  事業区分の方法

       ２  各事業の主な内容

      （1）技術サービス事業   …   空間情報サービス、社会基盤整備など

      （2）不動産事業   …   不動産開発・賃貸、住宅分譲など

      （3）その他事業   …   保険代理店業務など
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前第３四半期連結累計期間（自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日） 

 

 
技術サービス 
事業（千円）

不動産事業
（千円）

その他事業
（千円）

計（千円）
消去又は 

全社（千円）
連結（千円）

売   上   高    

(1)外部顧客に対する 
   売上高 

19,577,983 11,471,879 20,011 31,069,873 ─ 31,069,873

(2)セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

─ 706,973 2,970 709,944 △ 709,944 ─

計 19,577,983 12,178,853 22,981 31,779,817 △ 709,944 31,069,873

営業利益又は 
営業損失（△） 

△ 3,418,601 434,762 2,098 △ 2,981,739 ─ △ 2,981,739

     

      当社の事業区分は、事業目的に応じて技術サービス事業と不動産事業及びその他事業にセグメンテーショ
ンしております。 

  (注）１  事業区分の方法

       ２  各事業の主な内容

      （1）技術サービス事業   …   空間情報サービス、調査、建設コンサルタントなど 

      （2）不動産事業   …   不動産開発・賃貸・仲介、戸建住宅分譲など

      （3）その他事業   …   保険代理店業務など

３ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３（１）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号  平成19年12月27日）及び「工事契

約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号  平成19年12月27日）を適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益又は営業損失は、技術サービス事業の営業損失が226,858千

円減少し、不動産事業の営業利益が311,107千円増加しております。なお、その他事業に与える影響はありま

せん。 

４  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３（２）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会  会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用しております。この結果、当第３四半期連結累計期間の営業費用は、技術サービス事業が13,855千円減少

し、営業損失が同額減少しております。なお、不動産事業及びその他事業に与える影響はありません。 

５  当第３四半期連結累計期間において、株式取得により㈱ＫＨＣ及び同社子会社が連結子会社になったことに

伴い、不動産事業における資産の金額が16,209,495千円増加しております。 

     

当第３四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日） 

 

 
技術サービス 
事業（千円）

不動産事業
（千円）

その他事業
（千円）

計（千円）
消去又は 

全社（千円）
連結（千円）

売   上   高    

(1)外部顧客に対する 
   売上高

19,372,881 10,049,961 20,618 29,443,462 ─ 29,443,462

(2)セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

11,310 678,610 45,772 735,692 △ 735,692 ─

計 19,384,191 10,728,572 66,390 30,179,154 △ 735,692 29,443,462

営業利益又は 
営業損失（△）

△ 3,718,364 69,550 33,206 △ 3,615,607 ─ △ 3,615,607

     

      当社の事業区分は、事業目的に応じて技術サービス事業と不動産事業及びその他事業にセグメンテーショ
ンしております。 

  (注）１.事業区分の方法

       ２.各事業の主な内容

      （1）技術サービス事業   …   空間情報サービス、社会基盤整備など

      （2）不動産事業   …   不動産開発・賃貸、住宅分譲など

      （3）その他事業   …   保険代理店業務など
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【所在地別セグメント情報】 

  前第３四半期連結会計期間（自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日）及び当第３四半期連結
会計期間（自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自  平
成20年４月１日  至  平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日  至 
 平成21年12月31日） 

  

 
【海外売上高】 

 
  

      全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報
の記載を省略しております。 

     

  前第３四半期連結会計期間（自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日）及び当第３四半期連結
会計期間（自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自  平
成20年４月１日  至  平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日  至 
 平成21年12月31日） 

 

 

      海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

２  １株当たり四半期純損失 

第３四半期連結累計期間 

  

 
(注)  １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

      ２  １株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

当第３四半期連結会計期間末 

（平成21年12月31日）

前連結会計年度末 

（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額                706円80銭 １株当たり純資産額               834円01銭

項目
当第３四半期連結会計期間末 

（平成21年12月31日）

前連結会計年度末 

（平成21年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円） 28,008,633 32,891,571

普通株式に係る純資産額（千円） 25,747,591 30,382,779

差額の主な内訳（千円）  

  少数株主持分 2,261,042 2,508,791

普通株式の発行済株式数（株） 38,157,103 38,157,103

普通株式の自己株式数（株） 1,728,737 1,727,290

１株当たりの純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株） 

36,428,366 36,429,813

（自  平成20年４月１日 
至  平成20年12月31日） 

前第３四半期連結累計期間
（自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純損失         128円05銭 １株当たり四半期純損失        125円17銭 

 （自  平成20年４月１日 
至  平成20年12月31日） 

前第３四半期連結累計期間

（自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（千円） 4,741,114 4,559,616

普通株式に係る四半期純損失（千円） 4,741,114 4,559,616

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 37,025,003 36,428,830
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第３四半期連結会計期間 

  

 
(注)  １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

      ２  １株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  

(重要な後発事象) 

  

      該当事項はありません。 

  

  

      該当事項はありません。 

  

（自  平成20年10月１日 
至  平成20年12月31日） 

前第３四半期連結会計期間
（自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純損失         48円58銭 １株当たり四半期純損失         29円59銭 

 （自  平成20年10月１日 
至  平成20年12月31日） 

前第３四半期連結会計期間

（自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（千円） 1,788,635 1,077,807

普通株式に係る四半期純損失（千円） 1,788,635 1,077,807

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 36,822,084 36,428,450

２ 【その他】
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平成21年２月12日

国際航業ホールディングス株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている国

際航業ホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半

期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月

１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、国際航業ホールディングス株式会社及び連

結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半

期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

  追記情報 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更３（１）」に記載されているとおり、

会社は第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」および「工事契約に関する会計基準の適

用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    小    西    文    夫    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    鈴    木    哲    夫    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    千    足    幸    男    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





  

平成22年２月12日

国際航業ホールディングス株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている国

際航業ホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半

期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月

１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、国際航業ホールディングス株式会社及び連

結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半

期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    小    西    文    夫    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    鈴    木    哲    夫    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    三    宅    孝    典    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  呉 文 繍 
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当社代表取締役社長呉文繍及び当社取締役管理本部長米村貢一は、当社の第３期第３四半期(自  平成

21年10月１日  至  平成21年12月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記

載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


